
1　本論文の目的と構成
本論文は、富山市を対象に、平成の合併が長期に

わたって、自治体経営に与えてきた影響を事例研究
し、翻って、これからの人口減少社会における広域
行政のあり方を展望したものである。

合併協議に際しては、将来人口や財政運営を推計
する。また、合併後の新市建設計画の進捗状況や行
財政運営の状況については、その都度、各自治体が
説明責任を果たしてきた。しかし、市町村合併が長
期にわたって自治体経営にどのような影響を与えて
きたかについては、必ずしも明らかではない。

その理由として考えられるのは、（a）長期になれ
ばなるほど、市町村合併の影響が小さくなること、

（b）自治体経営には、市町村合併以外の要因がさ
まざまに影響を与えていること、（c）同じような市
町村合併でも、その後の自治体の政策運営によって
異なる結果が生じること、（d）団体規模が小さく
なればなるほど、市町村合併による変化は特定しや
すいが、市町村合併が与える影響も小さく、分散が
大きくなること、などである。また、（e）合併効果
検証の基礎作業は関連の行政分野すべてにおよび、
研究者個人としてできる範囲に限界があること、と
いった研究事情もある。

こうしたなかで、総務省は、平成の合併から約 5
年を経過した 2010 年 3 月に、「『平成の合併』につ
いて」総括している（総務省 2010）。これは、合併
の効果として、①専門職員の配置など住民サービス
提供体制の充実強化、②少子高齢化への対応、③広
域的なまちづくり、④適正な職員の配置や公共施設
の統廃合など、行財政の効率化を指摘した。また、
合併による問題点として、「役場が遠くなり不便に
なる」「中心部と周辺部の格差が増大する」「住民の
声が届きにくくなる」こと、さらには、合併後に残
された課題として、「旧自治体の事業の継続・調整」

「旧自治体間の一体化策」といったことを挙げた。
果たして、こうした総括からさらに 15 年、平成の

合併から約 20 年を経た現時点において、平成の合併
はどのように評価されるべきなのだろうか。平成の
合併が自治体経営に与えてきた影響を踏まえて、今
後、広域行政はどのように推進されるべきなのだろう
か。「『平成の合併』について」が出された 2010 年当
時、総務省が設置していた「市町村の合併に関する研
究会」1 に参画した筆者は、これら研究課題に、強い
関心を寄せてきた。これに対して、本論文は、富山市
を対象に事例研究するという方法を採用した。その理
由は、次の 3 つである。
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市町村合併の成否については、人口動態の変化（「人口が増えたか、減ったか」もしくは「人口減少が抑制さ
れたか、加速したか」）によって、判断されやすい。このため、平成の合併は、「人口減少がさらに進んだ」と否
定的に評価されることがある。しかし、今日の人口減少は、出生率の低下に伴う人口の自然減少によるもので、
市町村合併の有無に基本的に左右されない。今後、さらに人口減少・超高齢化が進むことが見込まれるなかで、
①より充実した医療・福祉サービスの確保、②老朽化の進むインフラの更新・再編、③より費用対効果の高いサー
ビス提供、を実現していくという点で、平成の合併は評価できる。
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第 1 に、合併効果については、事例を特定しない
限り検証できない。このため、本論文は事例研究の
方法を採用した。ただし、この場合、本論文を通じ
て確認できた合併効果について、「どこまで一般化
できるか」「因果関係を認定できるか」については、
今回は実証的に明らかにすることはできない。

第 2 に、分析対象とした富山市は、平成の合併に
おいては、指定都市以外で最大級の人口と面積を有
する新設合併である。1 市 4 町 2 村という 7 つの自
治体が参画した大型合併で、しかも、新設された
富山市における旧富山市の人口比率は、8 割に満た
ない（77%）。旧富山市以外の自治体の人口規模も、
中核市以上の大都市としては多かった。平成の合併
を代表する大都市の大型新設合併といえる。

なお、合併協議の過程においては、「任意で行わ
れた住民投票で合併反対が多数を占めた婦中町にお
いては、町長が合併関連議案を専決処分して、富山
県知事への合併申請書提出に間に合わせる」という
際どい場面もあり、話題となった。

第 3 に、合併以前から富山市は、小学校区単位で
公民館を併設した地区センターを整備するなど、地
域コミュニティを重視してきた。介護保険創設時の
モデル都市の 1 つでもある。また、近年は、日本で
もっとも先駆的にコンパクトシティ戦略を展開して
きた。「手厚いコミュニティ政策やコンパクトシティ
戦略が、合併後の人口動態・土地利用・財政運営等
にどのような影響を与えてきたか」というのは、興
味深い論点である。

なお、市町村合併より 17 年経過した 2023 年 1 月
に、「富山市市町村合併検証報告書」2 が市長に答申
されている。2021 年 4 月に市長に就任した旧婦中町
出身の藤井裕久は、「富山市市町村合併検証委員会」
を設置して市町村の検証作業を行った。これによ
り、市町村合併を客観的に評価するための基礎資料
が整った。筆者は、この委員会に委員長として参加

し、検証作業を進める機会に恵まれた。本論文の事
実検証の多くは、この報告書に依拠している。

以下、続く第 2 章において「行政組織と職員体制」、
第 3 章において「健康福祉まちづくり」を検証して
いる。そして、第 4 章において「インフラの再編整
備」の状況を分析したうえで、第 5 章において「人
口動態と土地利用」を改めて確認し、第 6 章におい
て「富山市の自治体経営」の観点から、これまでの
行財政運営とまちづくりを総括している。これらを
踏まえて、最後の第 7 章において、人口減少社会に
おける「これからの広域行政」のあり方を展望して
いる。

2　行政組織と職員体制
最初に市町村合併に関連した行政組織と職員体制

の変遷から検討しよう。2005 年 4 月 1 日、旧富山
市、旧大沢野町、旧大山町、旧八尾町、旧婦中町、
旧山田村、旧細入村の 1 市 4 町 2 村が合併して、新

「富山市」が新設された 3。2020 年 10 月 1 日の国勢
調査時点で、人口 413,938 人、面積 1,241 ㎢である。
面積約 4,250 ㎢、人口約 100 万人の富山県は、県土
全体を山と海に囲まれたコンパクトな構造となって
いるが、富山市はその中央に位置し、富山県人口の
約 4 割、面積の約 3 割を占めている。なお、当初は、
現富山市よりさらに広い滑川市・立山町・上市町・
舟橋村を含めた 11 市町村で、合併協議が行われた。

市町村合併後の 10 年間（2005 年度～ 2014 年度）
は、大沢野・大山・八尾・婦中・山田・細入の旧 6
町村単位で、地域審議会と総合行政センターが設置
された 4。このほか、旧富山において設置されてい
た地区センターが、同じく小学校区を基本単位とし
て旧町村にも設置された。

これを踏まえて、合併 10 年をすぎた 2016 年度に、
総合行政センターを見直し、窓口サービスを中心と
した行政サービスセンターや専門分野の事務所等に

1 　同研究会の報告書は、市町村の合併に関する研究会（2008）として公表されている。
2 　 富山市の市町村合併に関する詳細な事実（新市建設計画の詳細やその達成状況）等については、同報告書を参照してほしい。同

報告書は、2005年から2022年までの約17年間の変遷を記録しているものが多く、本論文も同期間の記録に依拠している場合が
多い。ただし、本論文に示されている見解は、あくまでも筆者個人によるものである。また、合併協議の経過や協議内容につい
ては、富山地域合併協議会（2005）を参照してほしい。なお、同報告書が答申された時点で、その内容を整理・分析して、今後
の自治体のあり方を展望したものに、阿部（2023）もある。

3 　 以後、本論文においては、旧富山市⇒旧富山、旧大沢野町⇒大沢野、旧大山町⇒大山、旧八尾町⇒八尾、旧婦中町⇒婦中、旧山
田村⇒山田、旧細入村⇒細入、新富山市⇒富山市と略す。

4 　 出先機関や消防、出資法人等の再編整備の状況については、富山市（2023）pp.55 ～ 56, 87 ～ 88を参照。なお、地区センター
の主な業務は、戸籍・住民票等諸証明の発行、福祉関係の受付など行政サービスの提供や地域活動の支援である。
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改組した。続いて 2017 年に「こども家庭部」が、
また、2022 年に「防災危機管理部」が新設されて、
それぞれ関連事務が集約・再編された。このほか、
指定管理者制度の導入や保育所の民営化などの行政
改革の結果、1 割を超える出先機関が削減されてい
る。

消防に関しては、新たな消防施設として細入分遣
所（2006 年 12 月）、山田分遣所（2007 年 11 月）が
整備された。さらに、小見分遣所の移転（2008 年 3
月）に合わせて、救急車が配備された。こうした整
備とともに災害出動の際には、災害点からもっとも
近い部隊を出動させる「直近選別方式」としたこと
で、現場到着時間が短縮された。合併前の火災発生
時においては、もっとも少ない場合でポンプ車 2 台
の出動体制だったが、合併後はポンプ車 5 台、救助
工作車 1 台、救急車 1 台の出動体制となった。

なお、合併時に出資団体等も組織再編されている。
このうち、2005 年 4 月 1 日にシルバー人材センター
が合併され、同センターがなかった山田・細入も、
そのサービスを享受できるようになった。

以上を踏まえながら、富山市の行政組織・職員数
の変遷について確認しよう。市町村合併後、富山市
は 2019 年度までは定員適正化計画に基づき職員数

を削減し、人件費もそれに伴い減少してきた（図 1）。
このなかで、常備消防拠点の整備、市民病院等の拡
充、母子保健体制の充実を図り、必要な専門職種を
確保してきた。ただし、近年は、全国動向と同様に、
職員数は増加に転じている一方、労働力不足から、
地方公務員の確保に窮する場面が増えてきている。
とはいえ、専門職を含めた職員確保という課題から、
少なくとも旧町村は解放された。

以上、全体としてはスケールメリットを生かし、
出先機関での業務を本庁部局に集約しながら定員削
減し、専門職種等の確保を図る一方で、小学校区単
位の地区センター約 70 を増加して、維持してきた
ことがわかる。

3　健康福祉まちづくり
富山市の新市建設計画が第 1 に掲げた政策は、

「1．地域の連携で支え合い、健やかに生きる健康福
祉のまちづくり」である。一般に、平成の合併の大
義名分の 1 つは、高齢化・人口減少に対する備えに
あった。市町村合併後の 20 年間、病床数の削減と
医療施設の再編を通じて「質の高い地域医療の確保」
が、全国で求められてきた。「地域医療構想」に基
づいて、富山市においても、医療施設の総数は微増

図 1　富山市の職員数及び人件費の推移

出典：�富山市（2023）p86.
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ながら、病床数の総数は約 20% 減少している（富
山市 2023：48-51）。

2020 年 10 月 1 日 時 点 に お い て、 富 山 市 内 に
は、46 の病院施設と 340 の一般診療所があった。
人口 10 万人当たりでは、富山市の病院数は 11.1 施
設となり、全国平均 6.5 施設の 2 倍弱の水準にある。
また、富山市の一般診療所数 82.1 施設は、全国平
均の 81.3 施設とほぼ同じ水準にある。病床数を人
口 10 万人当たりでみても、病院に関しては、一般、
療養、精神、感染症、結核のすべての病床において
全国平均を上回っている。病床数の削減によって持
続可能性を追求しながら、比較的充実した医療体制
が確保されている。この間に、医療施設数の地域別
立地に大きな変化はない。

富山医療圏においては、県立中央病院が三次救急
の役割を担う。また、富山市民病院は、2008 年度
から県内初の地域支援病院として、二次救急の役割
を担う。市街地の中心部に唯一位置する公立病院で
ある富山まちなか病院は、地域包括ケアシステムの
推進を目的とし、2017 年 4 月に開設された在宅専
門診療所であるまちなか診療所は、24 時間 365 日、
全市域を対象に訪問診療体制を整えている。これ
ら 4 つの病院が機能分担して、富山市をはじめ、市
域を超える範囲から患者を集めて、充実した医療連
携制度を構築している。

市町村合併後、高齢者は一貫して増加し、65 歳
以上人口（第 1 号被保険者数）は、2020 年度末時
点では約 123,000 人、高齢化率は約 30％となった。
合併後の 20 年間は、増加する高齢者に対して、高
齢者福祉・介護予防の体制を整える期間でもあっ
た。2020 年 4 月時点において、指定介護サービス
事業所 1,480 か所（中核市平均：1,144 か所）、介護
老人保健施設 1,683 床（中核市平均：950 床）、介護
医療院 599 床（中核市平均：128 床）であり、富山
市において介護サービスに係る基盤整備が進んだ

（富山市 2023：51-53）。
旧富山は、介護保険のモデル都市の 1 つでもあ

る。現在、富山市は、32 か所の地域包括支援セン
ターを設置している。26 ある中学校区を超えてお
り、中核市として最多である。富山市民の約 88％
が地域包括支援センターから、半径 2 キロメートル
圏内に居住している。さらに、介護予防の拠点施設

として、角川介護予防センターを 2011 年に開設し
た。ちなみに、2012 年度から 2020 年度まで第 1 号
被保険者の要介護認定者数は、全国平均では 22.6%
増加したのに対して、富山市はわずかながらそれを
下回る 20.2% の増加にとどまっている。

また、生活保護に関して最低生活費の算出に当
たっては、市町村合併により旧富山の級地区分に統
一された。この結果、旧富山以外の地域においては、
相当の増額となった（図 2）。ちなみに、生活保護
費の 4 分の 3 は国負担である。しかも、全国と同様
に富山市においても、2009 年度から 2012 年度まで、
世界的な金融危機に伴って被保護者数が急増した

（図 3）。その後は横ばいとなっていたが、2017 年度
から再び増加した。単身高齢世帯の増加が進み、生
活保護者が増加するという日本全体の変化が、富山
市にも出現している。

図 2　生活保護のモデルケース

図 3　富山市の被保護者数の推移

出典：�富山市（2023）p54.

出典：�富山市（2023）p54.
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4　インフラの再編整備
新市「建設」計画と称されているように、合併効

果が意識されやすいのは、インフラ整備である。以
下、上下水道・公共建築物 ･ 道路街路等の順番で検
証しよう。

都市経営の原点の 1 つは上水道事業にある。上水
道の普及率は合併前から高い水準にあり、富山市
は、市町村合併を契機に旧市町村の枠組みを超えて
水道経営の広域統合を行った。全市的な見地から、
富山市上下水道事業中長期ビジョンを定め、流杉浄
水場等をはじめとして更新投資を行ない、進んでい
なかった地区でも耐震化を地道に図ってきた（富山
市 2023：34-36；図 4）。

また、かつて 1,953 円～ 5,523 円 5 と自治体単位
で異なっていた水道料金は、もっとも低い 1,953 円

（旧富山の料金体系）に統一された。その後、消費
税引き上げ等に対応した料金引き上げ以外は行われ
ず、この価格水準が、今日まで続いた。低い水準に

統一された料金体系の下、住民の負担感が高くない
なかで、老朽化の進む水道施設の更新・統合を行う
ことができた。ちなみに、2026 年度からは、水道
料金の引き上げが予定されている。物価高の料金引
き上げ時代となって、負担増をきらう住民の反発か
ら、事業統合や思い切った更新投資が憚られやすい
時代となった。

汚水処理人口普及率は、合併前の時点において、
旧富山・大沢野・大山・山田・細入に関しては、既
に高かったが、婦中や八尾は低い水準にあった。合
併後、婦中及び八尾について「地域再生計画」を策
定し、整備を早期に進めた。この結果、婦中・八尾
においては飛躍的に汚水処理人口普及率が向上し、
公共下水道の面的整備が完了した（表 1）。他方、
人口減少の影響を受けて、汚水処理人口が減少し、
汚水処理人口普及率が低下している地域も見られは
じめている（富山市 2023：37-39）。

下水道使用料は、合併時にはそれぞれの使用料体

5 　一般家庭用口径20mm1月20㎥使用の場合（税込み）である。

出典：�富山市提供資料

図 4　富山市の全水道管路耐震化率の推移
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系を引き継ぎ、その後 2008 年度に、もっとも低い
旧富山 2,919 円に近い水準で統一した（2,940 円）6。
その後は、水道料金と同じで、2 回におよぶ消費税
改定に伴う引き上げ以外は行われなかった。

一方、富山市が保有する学校、公営住宅、市
民 利 用 施 設 等 の「 公 共 建 築 物 」 の 延 床 面 積 は
約 173.2 万㎡におよぶ。市民 1 人当たりでは約 4.2
㎡（2021 年 3 月末時点）となっており、中核市の
中でも上位（中核市平均 3.2 ㎡）に位置する（富山
市 2023：40-47；表 2）。現在、富山市の抱えている
公共建築物の約半分が、建設から 30 年を経過した。
公共建築物の本格的な統合再編は、これからである。
今後、建築更新時期をにらみながら、小中学校や市
営住宅の再編を含めて進めていく必要がある。

また、市道の整備状況を地域別にみると、合併直
後の改良率が 50.12% ～ 79.63%、舗装率が 63.16%
～ 93.25％であった。これが現在の改良率は 53.89％
～82.22％、舗装率は62.53％～96.61％となっており、
一定の改善がみられる（表 3）。

ところで、富山市が管理する橋梁約 2,300 のうち、
現在「通行止め」としている 6 橋は、すべて旧町村
に所在している（表 4）7。また、現在「重量制限」
している橋梁は 8 つあり、旧富山に 4 橋、大沢野
に 2 橋、大山に 1 橋、八尾に 1 橋となっている。郊

6 　一般家庭用1月20㎥使用の場合（税込み）。

7 　富山市建設部道路保全対策課調べ。

表 1　富山市の汚水処理人口普及率の推移

出典：富山市（2023）p37.

出典：富山市（2023）pp.42-43.

表 2　富山市の公共建築物
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表 3　富山市の地域別道路整備状況

表 4　通行止め・重量制限橋梁

出典：富山市（2023）p.30.

出典：富山市提供資料
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外にあるトンネル・橋梁を維持していくことのリス
クと負担の重さが表れている。旧町村が管理してい
た時代には顕在化しなかったことは、インフラ更新
に関して、町村が果たしうる役割が限定的なものに
とどまっていた可能性を示唆している。

さらに、富山市において特徴的だったのは、公共
交通を軸としたコンパクシティ戦略である。①富山
港線の路面電車化（2006 年 4 月開業）、②市内電車
の環状線化（2009 年 12 月）、③北陸新幹線開業に
あわせた駅周辺整備と路面電車の南北接続を実施し

（2020 年 3 月）、LTR ネットワークを形成した（富
山市 2023：32-33）。この成果については、次の第 5
章「人口動態と土地利用」で検討する。

5　人口動態と土地利用
これまでの政策展開を踏まえて、改めて人口動態

と土地利用を検証しよう。富山市の総人口につい
て、新市建設計画推計値と国勢調査実績値を、2005
年（合併初年）、2010 年、2015 年の時点で検証し
たのが表 5 である。これによれば、富山市の総人
口 41 ～ 42 万人でほぼ一定であり、推計値の増減率
を誤差 1％以内で推移している。富山市の合併にお
いて、人口はほぼ推計どおり変わらなかったのであ
る。良い意味でも悪い意味でもサプライズはなかっ
た。

ただし、結果的には大きく変わらなかったが、そ
の内実は変貌している。富山市の人口を、年少人口・
生産年齢人口・老年人口に区分してみると、2015

表 5　富山市の総人口

表 6　富山市の人口動態

出典：富山市（2023）p.57.

出典：富山市（2023）p.59.
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年の時点において、年少人口と老年人口は推計値よ
り多く、生産年齢人口は推計値より低い。国・県を
上回る水準で合計特殊出生率が推移したこと、高齢
者の長寿化が進んだことなどに起因している。これ
ら自然動態の変化に、市町村合併との関係は薄い。

一方、生産年齢人口が推計を下回ったのは、推計
の根拠が置かれた［1990 ～ 1995 年］と比較して、
社会増が減少した影響と考えられる（表 6）。バブ
ル崩壊直後の 1990 年から 1995 年までは、全国で地
方回帰がみられた時期である。そのときに比べれば、
富山市の社会増のペースは落ちた。それでも、合併
後の富山市は堅調を維持し、転入が転出を上回る社
会増を基本的に記録している。

しかし、それを上回るペースで、死亡が出生を
上回る自然減が進みだし、総人口は減少に転じ
た。2005 年と 2020 年の比較では、富山市の総人口
は 1.7％減、富山県全体では 6.9％減、富山市を除く
と富山県内市町村合計では 10.1％減となっている

（富山市 2023：57-58）。つまり、富山市全体では人

口減少しているが、その減少率は抑えられている。
とはいえ、人口の自然減が圧倒的なペースで進む人
口減少社会において、総人口推移という観点から、
自治体施策や市町村合併の妥当性を判断するのは、
的外れと言わざるをえない。

地域別にいえば、旧富山の－ 1.1% を基準にす
れば、婦中がそれをはるかに上回る＋ 11.9%、逆
に 1 ～ 2 割程度減少した大沢野・大山・八尾、さ
らに 3 割以上減少した山田・細入の 3 つに大別で
きる（表 7）。薄氷を踏む思いで、かろうじて合併
にすべりこんだ婦中が、旧富山を上回る人口増加
を記録した。婦中は推計よりも人口増加し、旧富
山・山田・細入は推計よりも減少率抑制、一方、大
沢野・大山・八尾は、推計よりも人口減少してい
る（表 8）。ちなみに、人口規模が同程度の県内 4
町（非合併）の人口減少率は 11 ～ 25％、4 町合計
では 15.7％減である。類似人口規模の自治体と比較
して、旧町村は同じように人口減少している（富山
市 2023：57-59）。

出典：富山市（2023）p.58.

表 7　富山市の地域別人口の推移
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ここで、富山市を含めた富山県全体の人口動態
をみてほしい（図 5）。富山県の総人口は、1980 年
の約 110.3 万人から、2000 年の約 112.1 万人まで
ピークに近い水準の横ばいで推移している。その
後、2020 年の約 103.5 万人まで減少基調で推移した。
人口ピークは、日本全体の動向に比べて約 10 年は
やかったが、その人口推移は、図 6 にみられる通り、
自然動態の動向が大きく寄与している。

社会動態については、1990 年代前半のバブル
崩 壊 期 に 転 入 超 過 を 記 録 し た 以 外 は、1980 年
代、2000 年代、2010 年代とコンスタントに社会減
少を記録している。その減少幅は縮小傾向にある
が、主たる社会減少の対象となる若年層が減少して
きていることを反映していると考えられる。その一

方で、自然増から自然減へ自然動態が大きく変化し
ている。つまり、富山県の人口動態には、全国的に
みられる少子化と人口減少、引き続く東京一極集中
が反映されている。

これを前提に、1980 年、2000 年、2020 年の 3 年
に関して、富山県の人口分布を地域メッシュ統計

（1km）で分析したのが、図 7 ～ 9 である。このう
ち、1980 年から 2000 年までをみると、平成の合併
前の旧 35 市町村時代から、高人口密度地区が減少
する一方、居住地区は県内に薄く広がってきていた
ことを確認できる。とりわけ、1980 年においては、
旧富山の中心地区を上回る人口密度を記録するメッ
シュを抱えていた自治体も存在していた。

ところが、既に合併前の 2000 年の時点において、

表 8　富山市の地域別人口推計（新市建設計画）

図 5　富山県の総人口推移

出典：富山市（2023）p.59.

出典：富山県（2025a）p.16.
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富山市の中心地区を上回る人口密度を記録する地域
メッシュは消滅している。富山市の中心地区も人口
密度を低下させているが、そのスピードは鈍い。こ
れに対して、他自治体の高密度地区が顕著に人口減
少させている。この傾向は合併後も続き、富山市の
中心地区も、引き続き人口密度を低下させているが、
他の自治体はさらにそれが進んでいる。富山市内外
を問わず、広く居住地が郊外展開する傾向が続いて

いることを改めて確認できる。
旧富山市内でも沿岸部など、かつては高密度地区

があった。しかし、今日においては概して人口減少
を記録している。一方、旧町村の平野部において
も、2000 年以前から地域拠点及び公共交通沿線部
の一部で人口が集積していたが、それ以外の地域で
は人口減少が広く認められる。その例外の 1 つは婦
中の一部であり、人口集積が進む傾向は合併前後で

図 6　富山県の人口動態

図 7　富山県内人口分布（1980 年）

出典：富山県（2025b）p.2.

出典：富山県（2025c）p.10.
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継続している。旧町村部の山間部エリアは、徐々に
ではありながら、人口集積メッシュが少なくなって
きている。総じていえば、市町村合併や市町村境界
とは別次元で、全県的に居住地区の拡散と低密度化
が進行し続けているといわざるをえないのである。

ところで、既に言及した通り、富山市は全国に先
駆けてコンパクト化に向けた戦略を展開してきた。
この成果として、他の富山県内の自治体と対照的に

富山市の高密度地区の人口減少のスピードは緩い。
しかし、近隣の金沢市や類似人口規模の宮崎市にお
いては、都心回帰の動きとして高密度なメッシュ数
が大きく増加しているのに対して、富山市の動きは
緩やかなものにとどまっている。一方で、無居住
メッシュを除いた低密度メッシュについては、金沢
市や宮崎市よりも富山市において広範囲に広がって
いる 8（富山市 2023：60-63）。

8 　なお、この点については、辻・阿部（2022）で詳しく論じているので、参照のこと。

図 8　富山県内人口分布（2000 年）

図 9　富山県内人口分布（2020 年）

出典：富山県（2025c）p.11.

出典：富山県（2025c）p.12.

21都市とガバナンス Vol.44

平成の合併が富山市の自治体経営に与えた影響と、人口減少社会における広域行政のあり方に関する考察

p10-30_テーマ_辻氏.indd   21p10-30_テーマ_辻氏.indd   21 2025/09/18   22:01:402025/09/18   22:01:40



富山市のコンパクトなまちづくりは、まちなかへ
居住を誘導しつつも、郊外居住を否定することなく
優良な開発を認めることで、まちなか居住と郊外
居住を選択できるようにする戦略である。このた
め、郊外化や低密度化を抑制する役割は果たしてい
るが、それを反転させるまでの効果はもっていない

（図 10）。
こうした事情は、富山市の都市計画区域の設定の

仕方にも反映されている。現在の富山市の地域にお
いては、合併前には 4 つの異なる都市計画区域が併
存していた。すなわち、［富山高岡広域都市計画区域］

（富山地域と婦中地域の一部を含む線引き都市計画
区域）、［大沢野都市計画区域］（非線引き都市計画
区域）、［大山都市計画区域］（非線引き都市計画区
域）、［八尾都市計画区域］（非線引き都市計画区域）
という 4 つの都市計画区域である。この 4 つの都市
計画区域をどのように再編するかは、合併協議にお
いても最大の論点の 1 つだった。

結果からいえば、富山高岡広域都市計画区域につ

いては、現行の広域の枠組みを維持した。残りの非
線引き都市計画区域については、市町村合併から
約 10 年を経過した 2016 年に、大沢野、大山、八尾
都市計画区域を統合したうえで、新たに婦中南部地
域を編入して、富山南都市計画区域（非線引き都市
計画区域）を設定した。その結果、現在は、富山市
という 1 つの自治体に、線引き・非線引きの 2 つの
都市計画区域を抱える事態となっている。

なお、婦中南部地域を新たに富山南都市計画区
域へ編入したために、都市計画上の農地は増加し
た。しかし、富山市において農業従事者の減少や
耕作放棄地の拡大は顕著である。耕作放棄農地は、

［2005 ～ 2010 年間］よりも、［2010 ～ 2015 年間］
に増加している。こうした傾向は、平野部に多くの
農地を抱える旧富山において著しい（表 9）。

なお、市町村合併以後の新規住宅着工数は、リー
マンショック（2008 年）や消費税増税に伴う多少
の増減があるものの、概ね 3,000 戸前後で推移して
いる 9。また、全国動向と同様に、大規模小売店舗

9 　 富山県ホームページ「県内新設住宅着工戸数（平成12年度～令和6年度）」（https://www.pref.toyama.jp/1507/sangyou/
shoukoukensetsu/kensetsugyou/kj00010214/kj00010214-002-01.html）を参照（最終閲覧日：2025年8月21日）。

図 10　富山市の人口集中地区の変遷

出典：富山市（2023）p.68.
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の出店やネットショッピングの台頭で、卸売業・小
売業の事業所数、商品販売額ともに減少傾向にある

（富山市 2023：71-72）。

6　富山市の自治体経営
最後に、財政運営や住民アンケート結果等を確認

して、合併後の富山市の自治体経営を総括しよう。
新市建設計画策定時の財政計画と実際の決算を比較
考察したのが、図 11 である。これによれば、歳入
総額については財政計画を決算が上回る傾向にあ
る。要因としては、税制改正や好況を反映した地方
税収の増加、社会保障関係経費にかかる補助金の増
加等が考えられる。

とりわけ歳入の約 4 割を占める地方税に関してい
えば、中核市平均よりも、概して高い（図 12）。日
本海側有数の工業都市である富山市は、法人住民税
に関しては、中核市平均を常に上回ってきた。また、
固定資産税についても堅調な基調を維持している。
合併後 10 年間は地価が下落したが、2012 年度の評
価替えに伴う減収を最後に、その後は増収傾向にあ
る（図 13）。

さらに、コンパクトシティ化に伴う土地分もさる
ことながら、工業都市である富山市は、償却資産分
が一定水準を確保しており、固定資産税収全体を底
上げしている。2015 年度以降、北陸新幹線の開業
に伴って課税対象の償却資産の増加や、家屋の新増
築が堅調なことから、固定資産税は増収傾向が継続
している。

これに対して新市建設計画策定時の歳出に係る将
来推計と実際の決算を比較したのが、図 14 である。
人件費や投資的経費については抑制傾向にあるが、
扶助費は大幅に伸びている。また、公債費も継続的
に増加している。このため、総額では、やはり決算
が財政推計を上回る傾向にある。ただし、人件費は、
基本的に定員適正化計画に基づく職員削減等によっ
て、推計時よりも決算時のほうが削減されている。

推計を上回る扶助費の大幅増加の要因としては、
障害者自立支援法の施行（2006 年）によるサービ
スの拡充や児童手当の対象年齢の拡大（2006 年）、
子ども手当の創設（2010 ～ 2011 年）といった国
の制度改正が大きい。また、既に論じた通り、高
齢化の進展に伴う生活保護費の増加等が考えられ

表 9　富山市の耕作放棄地面積・農地転用面積の推移

出典：富山市（2023）p.64, 67.
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る。市立保育所の民営化によって私立保育所の管理
運営委託費が増加したことや、こども医療費助成
制度の拡充なども歳出増につながっている（富山
市 2023：81）。

これに対して投資的経費については、事業を見直
しながら進めた結果、推計水準よりは抑制的に推移
している。ただし、新市建設計画や総合計画に位置
付けられた事業等は着実に実施されている。合併時
に策定された「新市建設計画」に紐づく事業は 567
あった（表 10）。これによれば、2021 年度末まで
に完了したのは 432 事業、継続中が 16 事業、中断
が 4 事業、未実施が 16 事業、中止（又は事実上の
中止）が 99 事業となっている。事業実施率は高い。

公債費の増加は、臨時財政対策債の継続や合併特
例債の積極的活用に起因している。これら交付税措
置のある有利な起債を活用することで、実質公債費
比率は、悪化していない。しかし、富山市の将来
負担比率 10 は、市町村合併以降、減少傾向にあっ

10　 将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担す
べき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である。

図 11　財政計画と決算（歳入）

出典：富山市（2023）p.73.

出典：富山市（2023）p.77.

図 12　固定資産税の推移
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図 13　固定資産税（調定額ベース）の推移

図 14　財政計画と決算（歳出）

出典：富山市（2023）p.77.

出典：富山市（2023）p.80.
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たが、2016 年度以降は、ほぼ横ばいとなり、中核
市平均を常に上回っている（富山市 2023：82-85；
図 15）。

市町村合併直前の 2004 年度の財政力指数は、もっ
とも高い旧富山市 0.81、もっとも低い旧山田村 0.11

であった。富山市の財政力指数は、合併当初、中核
市平均よりも低かった。しかし、リーマンショック
後、中核市平均を上回り、安定的に推移している

（図 16）。富山市の経常収支比率も、中核市平均の
それと同様に上昇傾向にあったが、ここ数年は中核
市平均よりも低く推移している（図 17）。財政逼迫
状況が続いてきた近年の日本の地方財政状況にあっ
て、富山市は、市町村合併を経て健全な財政状況に
戻っているといえる。

ところで、富山市は、2023 年に合併の効果等に
関する市民アンケートを行った。主な結果は次の通
りである。（a）合併 20 年近くを経て、日々の生活
で市町村合併を意識していないこと（図 18）11、（b）

11　 合併から20年弱が経過し、市民の約7割（68.7％）が、普段の生活のなかで合併を「全く意識することがない」又は「ほとんど
意識しない」と回答している。

図 15　将来負担比率の推移

図 16　財政力指数の推移

表 10　新市建設計画の進捗状況（2021 年度末）

出典：富山市（2023）p.5.

出典：富山市（2023）p.85.

出典：富山市（2023）p.82.
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生活基盤の整備には概して市民の満足度が高いこと
（図 19）、（c）全市的に課題として認識されている
のは、道路・交通問題であること、（d）まちの活
気については、旧町村のなかでも住民不満が高くな
い地区と、高い地区（大山・山田・細入）に分かれ
ていることである（図 20）。市民実感において、旧
町村間でも格差が存在している。

ただし、このような地域的偏りは、各地域を構成
する住民の年齢層による差異を反映している側面も
ある。「買物・娯楽施設」や「まちの活気」などに
関して、他地域に比べれば不満が少なかった旧富
山においても、年齢層が高くなると不満が高くな
り、30 代の若年層は不満が少ない。ネットを使い
こなす若者は、どこにいても欲しいものを手に入れ、
かつての商店街の賑わいを知らない。

7　これからの広域行政
以上、平成の合併から 20 年を経過した富山市の

自治体経営を検証してきた。本論文の実証分析は、
富山市の過去実績に限定されている。本論文は、平
成の合併すべてが富山市のように「成功」している
と推測しようというものではないし、ましてや、今
後も、単純に市町村合併をどんどん進めて、自治体
経営を「成功」させようと主唱するものではない。

実際、平成の合併後、期待した通りに行財政運営
やまちづくりを進められなかった自治体もある。富
山市も、薄氷を踏むような合併協議を続け、さまざ
まな努力の末、紆余曲折を経て、今日の状況となっ
ている。また、この後で論じる通り、市町村合併に「成
功」した富山市も、またその近隣市町村にも、さら
なる合併の動きはない。しかし、富山市の事例研究
を通じて、平成の合併に「成功」したと考えられる
自治体が達成できた成果やその要因、そして残され
た課題を明らかにすることによって、翻って、これ
からの自治体経営のあり方について次の通り提起す
ることができる。

第 1 に、富山市の総人口は合併時推計値の増減率
を誤差 1％以内で推移し、ほぼ新市建設計画策定時
の人口推計通りに推移した。少子高齢化が進む過程
にあって、人口動態に占める自然動態の比重が高く、
変動が想定される社会動態の影響の程度が低かった
からである。こうした少子高齢社会に特徴的な人口
動態は、他の多くの自治体に共通している。推計通
りに人口が推移したことは、計画的に人口減少・高

図 17　経常収支比率の推移

出典：富山市（2023）p.83.

図 18　市民アンケート①

出典：富山市（2023）p.89.
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図 19　市民アンケート②

図 20　市民アンケート③

出典：富山市（2023）p.89.

出典：富山市（2023）p.92.
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齢化に備えた行政体制整備には、プラスに作用した。
しかし、市町村合併にサプライズの人口減少の抑制
を期待した者には失望をもたらした。

第 2 に、市町村合併の成否については、人口動態
の変化（「人口が増えたか、減ったか」もしくは「人
口減少が抑制されたか、加速したか」）によって、
判断されることが多い。このため、平成の合併は、「人
口減少がさらに進んだ」と否定的に評価されること
がある。しかし、今日の人口減少は、出生率の低下
に伴う人口の自然減少の影響が大きく、市町村合併
の有無に基本的に左右されない。今後、さらに人口
減少・超高齢化が進むなかで、市町村合併の効果に
ついては、超高齢・人口減少社会への対応がどれだ
け、なされたかという視点で行われるべきである。

第 3 に、「新市建設計画」に記載された事業の
約 9 割は実現されたが、投資的経費は財政推計値を
下回る水準で推移した。平成の合併においても、団
体によっては、過度なハコモノ整備が批判された。
しかし、実際、発行限度額いっぱいまで合併特例債
が発行されたケースは少なく、新規投資は限定的で
ある。もっとも、過去に投資した膨大なインフラが
老朽化しており、その機能更新や整理統合、廃止縮
小等のめどが立っていないのは事実で、これが大き
な課題となりつつある。

第 4 に、これに対して、合併時の想定を上回って
財政措置が講じられたのは、健康福祉サービスに資
する扶助費である。扶助費は大きく伸びており、こ
の結果、歳出総額も推計を上回っている。これは、
法律改正による国策や高齢化に伴う生活保護世帯の
増加等によるところが多い。そのなかで、旧町村に
とって大きかったのは、生活保護の支給に際しては、
最低生活費の算出は旧富山市の級地区分に統一され
たことである。高齢者福祉や地域包括ケア ､ 障害福
祉サービス、医療体制、シルバーセンター業務など、
健康福祉サービスが旧町村まで統一され、なおかつ、
充実した。ここに、大きな合併効果を見出すことが
できる。

第 5 に、また、これまで消防・救急施設に恵まれ
なかった町村部にも分署ができ、救急体制が確立さ
れた。さらに、町村部になかった地区センターも、
原則、小学校単位で設置された。ここに公民館も併
設されていることが多い。市町村合併して、旧役場

は総合行政センターを経てさらに簡素になったが、
かわって、必要な行政サービスをきめ細やかに提供
できる地域のアナログの拠点は、確保されている。

第 6 に、合併を契機に、上下水道やトンネル・橋
梁などの老朽インフラの更新が進んだ。未整備の地
域に下水道が普及し、使用料は低い水準に統一され
た。上水道に関しても新市全体で経営統合され、料
金体系が統一され、全市的に計画的に耐震化が進む
ようになった。「昭和の時代」と異なって「平成の
合併」に関連して、新たにインフラが整備されるこ
とよりも、過去のインフラが更新されたり、未整備
地区が解消されたりするところに、大きな成果が
あった。しかも、合併後の 20 年間は、低成長なが
ら安定した物価のなかで、今よりは余裕のある職員
体制と民間事業者に恵まれて、住民負担を引き上げ
ることなく、インフラを更新できた ｡

第 7 に、ネットワークが結ぶ拠点のコンパクト化
も、全国に先駆けて進めた。低密度な市街地が形成
されてきた富山市において、誘導的な手法を用いて、
人口密度の低下を抑制することに成功した。人口動
態も概ね推計通りとなっており、順調な結果といえ
るが、逆にいうと、短期で劇的な効果を生み出すま
でには至っていない。ちなみに、「まちの活気」に
ついて、若年層は高齢者ほど不満をもっていない。
ネット社会の発展等もあり、昔の街の賑わいを知ら
ず、また、現在の街の「賑やかさ」に慣れた若い住
民が、一定程度、存在している。

第 8 に、市町村合併し、市域は広がったが、地方
税収入も順調に伸びた。この結果、扶助費の大幅な
伸びもあり、経常収支は高くなったが、実質公債費
比率は減少傾向にあり、財政力指数は、合併前の水
準に戻ってきていた。高齢化や人口減少が進むなか
で、条件不利地域を抱えて、財政の自由度は失いつ
つも、地方財政の健全性は保ち、なおかつ、交付税
に過度に依存しない状況を確保できている。そうい
う意味では、少なくとも財政的には、市町村合併は
成功と言える。しかし、潜在的には、さらに大きな
財政需要を抱え込むことにもなっており、合併して
大きくなった自治体に、今後、どのような財政措置
を講じるべきか、難しい局面を迎えている。

第 9 に、実際、合併効果はあったが、さらなる合
併を進める機運は、富山市にもほとんどない。その
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理由としては、①今後、建て替え更新時期を迎える
公共施設の更新・再編に、本格的に取り組まなけれ
ばならないこと、②郊外部に使用頻度の低いインフ
ラが多いこと、③しかし、そうした老朽化したイン
フラの更新・再編にも、多くの時間・費用・リスク
を要すること、④人口規模が小さく、低密度な地域
での行政サービスの提供には、単位あたりでより多
くの費用を要すること、などを指摘できる。市町村
合併以外の戦略を考えるか、市町村合併を進めるイ
ンセンティブを新たに付与するか。戦略を再考しな
ければならない。

第 10 に、合併「効果」があった富山市の合併に
関しても、薄氷を踏む思いで進められた。決まるま
で紆余曲折があり、合併後の人口増加率が高かった
地域で合併反対が強かった。また、市民アンケート
によれば、合併 20 年近くを経て、日々の生活で市
町村合併を意識しない市民が多い。特段の意識を要
さず毎日暮らせることは、ある意味では、市町村合
併が深く市民に浸透した証だが、同時に、本来、合
併のもつ効果を正確に認識してもらえず（忙しい毎
日の日常生活に埋もれてしまい）、日常的に関心を
寄せてもらえず、必要以上に強い現状維持バイアス
をもたらしてしまう可能性もある。

こうしたなかで、注目すべきは、進む人口減少の
なかで、富山でいえば、富山県全体が富山市の一部
に中枢的な都市機能を有するコンパクトな県土を形
成するようになってきていることである。図 9 に示
されている通りである。高速道路等をはじめとする
基幹道が整備されたこともあり、富山市役所・富山
県庁を起点に車で移動すれば、県境近くの富山市猪
谷や南砺市利賀村まで、1 時間前後でいくことがで
きる。県全体が 1 つの都市圏を構成していると考え
れば、富山市内に平均を上回る充実した医療集積が
ある一方、広い面積を有する富山市内に線引き都市
計画と非線引き都市計画が併存することも、決して
不自然ではない。数少なくなった市町村間で「合併」
や「一部事務組合等の見直し」を検討したりするこ
ともさることながら、富山市をはじめとするすべて
の市町村に富山県を含めた「オール富山」が、1 つ
の富山という逃げ道のない世界で、一体となって最
適解を模索し、思い切って役割分担を見直していく
ことが、効果的な戦略の 1 つである。人口規模が比

較的小さい府県で、相対的に大きな人口を抱える都
市を有する団体は、類似の課題を抱えているといえ
る。

平成の合併のなかには、人知れず、高い効果を生
み出しているものが、おそらく少なくない。しかし、
さらに超高齢・人口減少化が進むなかで、同じよう
な戦略を、もう一度、採用することはできない。こ
のことに鑑み、新しい仕組みづくりも進めていくこ
とを強調し、本論文を終えたい。
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